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保健医療行政でシステムを考える理由

■ 医療には多大な資源を要する
 医療行政は，必要なところに必要なだけ医療を提供でき
る，効果的なシステムを構築する必要

 医療行政は，国民が疾病や傷害にならないための対策
（一次予防）や疾病の早期発見・早期治療（二次予防），傷
病からの社会復帰を目指したリハビリテーション（三次予
防）からなる保健行政とは不可分

 効果的な保健医療行政（福祉行政とも連携して保健医療
福祉行政という捉え方もある）を推進する必要あり
→総体としてのシステムデザインが必要

■ 医療行政が扱うのは，プライマリケア，救急医療，へき地医
療，医療安全，院内感染防止，医学的リハビリテーション，健
診・検診だけではなく，高度医療，移植医療なども含まれる
し，感染症対策（集団の感染状況の把握や蔓延防止のため
の公衆衛生的な対策は保健所業務だから，その意味ではも
ちろん保健行政である）も，治療的側面について考えれば，医
療行政にも含まれる



2

保健医療行政の所管官庁
■ 医療行政は厚生労働省（組
織は右図参照）が所管

■ が，すべての医療システムを
厚生労働省がデザインすれ
ばいいとはいえない

 高齢者が多い地域と若者
が多い地域では，必要とさ
れる医療資源が異なる

 寒い地方と暖かい地方，
中山間地と漁村，工業地
帯等々，社会環境条件が
異なれば，病気の種類や
分布も違う

■ 医療システムのデザインには
階層性が必要

■ 保健行政についても多くは厚
生労働省所管だが，環境保
健行政は環境省，学校保健
行政は文部科学省が所管

（厚労省の組織図）
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保健医療行政システムには階層性が必要

■ 階層構造をもった医療システムのデザインは，医療圏ごとの
医療計画という形で実現されている。

■ 医療計画としては，医療提供施設と医療従事者をどのように
配備するのかが根幹→これを規定する法律が医療法

■ 都道府県での保健行政（衛生行政）は衛生部局，医療行政は
医療部局，福祉行政は福祉部局が所管。近年は統合されて
いる自治体も多い。都道府県，政令指定市，中核市には保健
所が設置されており，衛生行政の中心的機関となっている。

■ その他，都道府県レベルでは地方衛生研究所，精神保健福
祉センター，児童相談所などが設置され，市町村では市町村
保健センターが住民への身近な保健行政サービスを提供
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医療法の概要
■ http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S23/S23HO205.html

 1948年 7 月 30 日制定
 目的は第一条
この法律は、医療を受ける者による医療に関する適切な選択を支援するために必
要な事項、医療の安全を確保するために必要な事項、病院、診療所及び助産所 の
開設及び管理に関し必要な事項並びにこれらの施設の整備並びに医療提供施設相
互間の機能の分担及び業務の連携を推進するために必要な事項を定めること等に
より、医療を受ける者の利益の保護及び良質かつ適切な医療を効率的に提供する
体制の確保を図り、もつて国民の健康の保持に寄与することを目的とする。

■ 「良質な医療を提供する体制」
 医療施設の適切な配置
 医療施設の人的構成
 構造設備，管理体制などを規制
 医療法人に関する規制
 都道府県知事が医療内容の向上のためできること
 地域特性（厚生労働省が定める医療圏設定，基準病床数）を考

慮した医療計画の策定
 医療施設の不足地域において計画的に医療整備
 過剰地域の病院開設には病床の規制を加え，適正配置を図る
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医療法の概要（続き）
■ 2006 （平成 18 ）年改正で，「第２章　医療に関する選択の支援等」
が追加され，国・地方公共団体や医療者が医療を受けようとする者
（患者）に対して必要な情報提供をすることが法制化（インフォーム
ドコンセントの義務化）

■ 同時に，調剤薬局も医療提供施設として位置づけ（医療法第一条
の二の２）。ただし医療施設調査で統計が取られているのは，医療
提供施設の中でも，病院，診療所，歯科診療所だけ

■ 新臨床研修制度により医師免許取得後 2年間の臨床研修が必修
化されたが，臨床研修を終了しないと開業できない（院長とか管理
者になれない）という規定は，医療法第 10条による。

 第 10条　病院又は診療所の開設者は、その病院又は診療所が医業をなす
ものである場合は臨床研修等修了医師に、歯科医業をなすものである場合
は臨床研修等修了歯科医師に、これを管理させなければならない。

 ２　病院又は診療所の開設者は、その病院又は診療所が、医業及び歯科医
業を併せ行うものである場合は、それが、主として医業を行うものであるとき
は臨床研修修了医師に、主として歯科医業を行うものであるときは歯科医師
に、これを管理させなければならない。

■ 前回の大きな改正は 2008年（第 5次）。 2013年第 6次改正予定
■ 最新の改正は 2012年 6 月 27 日法律第 40 号（ 2013年 4 月 1 日
施行。離島振興法に配慮した医療計画策定義務）に伴う
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病院
■ 医療法第一条の五：「病院」
とは、

 医師又は歯科医師が
 公衆又は特定多数人の
ため

 医業又は歯科医業を行
う場所

 20 人以上の患者を入
院させるための施設

■ 医療法第二十一条：病院に
必要な人員・施設・記録

 従業者
 診察室
 手術室
 ……

■ 病院数・病院病床数
 医療施設（静態）調査，
医療施設動態調査で報
告されるが病院数も病
床数もともに減少傾向

 2011年 10 月 1 日現
在，病院数は 8,605 ，
病床数は 1,583,073

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/iryosd/11/
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地域医療支援病院
■ 医療法第四条 

 国、都道府県、市町村、第四十二条第二項に規定する特
別医療法人その他厚生労働大臣の定める者が開設

 ＋以下の要件を満たせば都道府県知事の承認を得て地
域医療支援病院と称することができる。

➔ 紹介されてきた患者への医療，他施設の医療従事者の
診療，研究又は研修のための施設利用提供体制

➔救急医療を提供
➔地域の医療従事者への研修
➔ 入院施設
➔ ……

 都道府県知事は承認前に都道府県医療審議会の意見を
聴く

 地域医療支援病院でない病院が紛らわしい名称を付けて
はならない。 
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特定機能病院

■医療法第四条の二
■次の要件に該当するものは厚生労働大臣の承認を

得て特定機能病院と称することができる。
 高度の医療を提供
 高度の医療技術の開発及び評価
 高度の医療に関する研修
 ……

■ ２ 　厚生労働大臣は、前項の承認をするに当たつて
は、あらかじめ、社会保障審議会の意見を聴かなけ
ればならない。

■ ３ 　特定機能病院でないものは、これに特定機能病
院又はこれに紛らわしい名称を付けてはならない。 
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診療所
■ 医療法第一条の五　２ 　入
院施設なし又は 19 人以下
の入院施設

■ 医療法第十三条（ 2006年
に大きく変更！）

 （旧）入院継続４８時間以内
に努める（療養病床を除く）

 （新）入院患者の病状が急
変した場合でも適切な医療
が提供できるよう体制確
保，他病院との連携確保

■ 医療法第二十一条の三　療
養病床を有する診療所には
機能訓練室が必要

■ 医療施設調査（ 2011年 10
月 1 日）では，一般診療所
が 99,547 ，歯科診療所は
68,156 。この数年，診療所
の総数はほぼ横ばい

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/iryosd/11/
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介護老人保健施設
■ 医療法第１条の６ 「介護老人保健施設」とは、

介護保険法の規定による介護老人保健施設
をいう。

■ 介護保険法の「介護老人保健施設」規定
 第 96条 　心身の状況等に応じて適切な

サービス提供
 第 97条 　療養室、診察室、機能訓練室
等の厚生労働省令で定める施設と医師、
看護師、介護支援専門員等の従業者を有
する

 基準変更の際、厚生労働大臣は社会保障
審議会の意見を聴かなければならない。

 第 105条：休廃止の届出，従事者の監
督， X 線装置設置等について，病院又は
診療所についての医療法の規定に準じる

■ 介護老人保健施設は医療法，健康保険法な
どでは「病院」「診療所」ではない。他の法律で
は「病院」「診療所」に含む

■ 2008年 10 月 1 日現在，全国で約 3,500施
設

■ 療養病床削減の受け皿の１つとしては不十分
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助産所

■医療法第二条 　この法律において、「助産所」とは、
 助産師が
 公衆又は特定多数人のため
 その業務（病院又は診療所において行うものを除
く。）を行う場所をいう。

■ ２ 　助産所は、妊婦、産婦又はじよく婦十人以上の入
所施設を有してはならない。

■医療法第十四条 　助産所の管理者は、同時に十人
以上の妊婦、産婦又はじよく婦を入所させてはならな
い。ただし、他に入院させ、又は入所させるべき適当
な施設がない場合において、臨時応急のため入所さ
せるときは、この限りでない。 
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薬局

■ 詳細は薬事法により規定されている。
■ 2009年度末の薬局は 53,642施設。
■ 医療法第一条の二の２項　「医療は，国民自らの健康の保持

増進のための努力を基礎として，医療を受ける者の意向を十
分に尊重し，病院，診療所，介護老人保健施設，調剤を実施
する薬局その他の医療を提供する施設（以下「医療提供施
設」という。），医療を受ける者の居宅等において，……」

■ 薬事法第 6条により，「薬局」の名称は，薬局開設許可を受け
た店舗でしか使用できない。薬剤師の常駐と調剤室が必要。

■ 基準薬局：都道府県薬剤師会が定めた基準を満たす薬局。
■ 院内の薬局（？）：法的には「調剤所」といい開設許可不要。た
だし他の医療施設からの処方箋を調剤できないし一般用医薬
品の販売もできない。
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医療圏

■ 医療法第 5 章　医療提供体制の確保
 第三十条の三　厚生労働大臣が医療提供体制確保のための基

本方針を定める
 第三十条の四　都道府県は基本方針に基づき医療計画を定める

➔医療計画には，都道府県レベルの事業目標，医療連携体制，
省令で定める疾病の治療・予防，救急医療等確保事業，在宅
診療，医療従事者の確保，などに加え，二次医療圏 (二の
10)と三次医療圏 (二の 11)の設定が含まれる。

 第三十条の五　都道府県は必要に応じて市町村あるいは医療保
険者等に情報提供を求めることができる

 第三十条の六　医療計画の調査・分析・評価に基づく見直し
 第三十条の七　医療提供施設の協力義務
 第三十条の八　厚生労働大臣の助言
 第三十条の九　国から都道府県への費用補助
 第三十条の十　病院又は診療所の不足している地域への病院又
は診療所の整備義務（国，都道府県）

 第三十条の十一　知事から開設者・管理者への勧告
 第三十条の十二　都道府県の救急医療従事者確保義務
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地域における連携
■ 医療法に定める「医療連携」～病診連携・
病病連携

 診療所はプライマリケアを担い，手に負
えない患者に出会ったときは病院に紹
介。緊急時には短時間で搬送できるよう
なシステムが望ましい。

 その意味で，保健所，保健センター，医
療機関，福祉施設の連携が必要→地域
保健計画の適切な整備が重要。

■ 大前提としてプライマリケアの充実が必要
 英国のGPやキューバのファミリー・ドク

ターは好例
 形だけではダメ

■ しかし医療制度改革によって実現したの
は，急性期として指定を受けなかった病院
は，仮に脳卒中や心筋梗塞の患者の治療
をできる医師がいて対応しても診療報酬が
削られてしまい，中小の病院が次々に経営
破綻に陥ってしまうようなゆがんだ状況。

出典：読売新聞大阪本
社， 2011年
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英国のGPとキューバのファミリードクター

出典：吉田， 2007年

出典：武内・竹之下， 2009年
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医療制度改革
■ 2006年，医療制度改革関連法案強
行採決の背景

 人口高齢化
 医療費の増加と不況，それを高
齢化のせいにする世論

 地方分権の流れ
 「聖域なき構造改革」ブーム

■ 老人保健法の大改訂
→高齢者医療確保法へ
（目的も健康の保持増進から医療費
削減へ）

 医療費適正化について「基本方
針」「適正化計画」の策定・評価

 特定健診・特定保健指導の導入
→さまざまな批判

 後期高齢者医療制度導入
→大反発
→政権交代で廃止公約
→ 2012年 4 月に廃止を白紙に
→再度政権交代

出典：読売新聞大阪本社，
2011年
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